
参考資料 ４

平成２１年度

国土交通省税制改正要望事項

（住宅局、土地・水資源局部分抜粋）
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Ⅰ 豊かで安心できる住生活の実現と住宅投資の促進

（１）住宅ローン減税制度の延長及び拡充等（所得税、個人住民税）

中堅勤労者における無理のない負担での住宅取得を支援することにより、国民

生活の向上や社会的安定の確保を図るとともに、昨今の経済情勢を踏まえ、経済

効果の大きい住宅投資の促進による内需拡大の観点から減税規模の拡充を行い、

良質な住宅投資に対する支援を拡充することで良質なストック形成への誘導を図

る。

【所得税】

○現行の住宅ローン減税制度の適用期限を５年延長するとともに、以下のとおり

拡充する。
要望内容

現行制度 一般住宅 長期優良住宅 一定の省エネ(※)

（200年住宅） 住宅

控除対象

2000万円 3000万円 3600万円 3300万円借入限度額

10年又は15年 10年又は15年

15年 10年控除期間
の選択制 の選択制

【10年の場合】 【10年の場合】

1-6年目 1% １％

7-10年目 0.5% 1.2％ 1.2％控除率

【15年の場合】 【15年の場合】

1-10年目 0.6% 1-10年目 0.75%

11-15年目 0.4% 11-15年目 0.5%

160万円 300万円 650万円 400万円最大控除額

※ 平成20年入居の場合

○耐震基準を満たさない既存住宅をローンにより取得した後に耐震改修工事を行

った場合、当該既存住宅の取得費用について住宅ローン減税制度の適用対象

とするなど、住宅ローン減税制度の適用条件の改善を図る。

【個人住民税】

○地方財政に留意しつつ、住宅ローン減税制度の最大控除額まで所得税額が控除

されない者について、一定額を、10年間又は15年間、個人住民税から減額す

る。
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（２）良質な住宅への投資を促進するための緊急措置の創設等（長期優良住宅

の建設及び住宅に係る各種改修 （所得税））

資源価格の高騰やこれに伴う経済情勢の悪化等を踏まえ、省資源で国民生活の

質的向上を図り得る住宅への投資に金融資産を誘導するための緊急措置（投資減

税型措置）を創設する。

具体的には、住宅ローンを組まずに住宅を取得する者など、住宅ローン減税制

度の対象とならない者を長期優良住宅へと誘導するとともに、既存住宅の各種改

修を促進することで、省資源なストック型社会への転換と持続的な内需拡大によ

る経済成長の実現を図る。

【所得税】

１．長期優良住宅の建設促進

長期優良住宅を新築又は取得した場合に、通常の住宅よりも上乗せして

必要となる費用（上限：500万円）の10％に相当する額を、３年間、所得税

額から控除

２．住宅に係る各種改修の促進

既存住宅の質の向上に資するリフォーム（一定のバリアフリー改修工事、

一定の省エネ改修工事及び一定の耐震改修工事 ）を行った場合に、工事（※）

に要した費用（上限：200万円）の10％に相当する額を当該年度の所得税額

から控除

※ 耐震改修工事については、住宅に係る耐震改修促進税制の延長及び拡充により措置

第２章 成長力の強化

１．経済成長戦略

Ⅰ全員参加経済戦略

③生活直結型産業の発展

・「200年住宅」を始めとする住宅取得の支援、良質な賃貸住宅の供給を促進し、

住宅需要の喚起を図る。あわせて、社会的資産としての住宅ストックの流動化を

促進する。

「経済財政改革の基本方針２００８」（平成２０年６月２７日閣議決定）抜粋

第２章 成長力の強化

１．経済成長戦略

Ⅰ全員参加経済戦略

③生活直結型産業の発展

・「200年住宅」を始めとする住宅取得の支援、良質な賃貸住宅の供給を促進し、

住宅需要の喚起を図る。あわせて、社会的資産としての住宅ストックの流動化を

促進する。

「経済財政改革の基本方針２００８」（平成２０年６月２７日閣議決定）抜粋
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（３）高齢者の居住の安定確保に係る税制特例の創設等

（所得税、法人税、個人住民税、不動産取得税、固定資産税）

我が国は本格的な高齢化社会へと向かっており、高齢者が安心し自立して暮ら

せるバリアフリー化された住宅ストックの整備促進を一層図る必要がある。また、

社会保障の機能強化のための緊急対策（ ５つの安心プラン ）等を踏まえ、生「 」

活支援サービスを提供するケア付き住宅等の供給を促進するとともに、三世代同

居・近居への支援を図るべく、次の特例措置の創設等を行う。

１．高齢者向け優良賃貸住宅等の供給促進

（１）全国における措置

①高齢者向け優良賃貸住宅建設促進税制の適用期限の２年延長

（耐用年数35年以上のものは40％増）【所得税・法人税】割増償却５年間28％増

②ケア付き賃貸住宅の建設に係る特例措置の創設

耐用年数35年以上のものは40％増）【所得税・法人税】割増償却５年間28％増（

【固定資産税】税額を５年間１／３に減額

（２）高齢者の居住の安定確保に関する計画（仮称：下記イメージ図参照）で定

める区域内における措置

当該区域内における以下の高齢者向け賃貸住宅について特例措置を講じる。

①高齢者向け優良賃貸住宅建設促進税制の拡充及びケア付き賃貸住宅の建設に

係る特例措置の創設

耐用年数35年以上のものは55％増）【所得税・法人税】割増償却５年間40％増（

【固定資産税】税額を５年間１／４に減額

②一定の高齢者向け賃貸住宅のバリアフリー改修に係る特例措置の創設

耐用年数35年以上のものは40％増）【所得税・法人税】割増償却５年間28％増（

【固定資産税】税額を５年間１／３に減額
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２．三世代同居・近居支援の特例措置の創設

①二世帯住宅の供給を促進するため、以下の特例措置を講じる。

【不動産取得税】

課税標準からの控除額を一般住宅の特例（1200万円控除）よりも拡充

（1300万円控除）する。

【固定資産税】

新築住宅に係る減額特例の減額対象を拡充する。

（120㎡相当分→200㎡相当分）

②親と同居・近居するために住宅の買換え等をした場合において、以下の税制

特例について、適用要件を緩和する措置を講じる 【所得税・個人住民税】。

特例の名称 特例の内容 要望内容

（要件の緩和）

居住用財産を譲渡し 居住用財産を譲渡した場合における課税長 「所有期間10年超」

た場合の長期譲渡所 期譲渡所得について、一定の軽減税率（600 ↓

得の課税の特例 0万円以下の部分につき14％等）を適用 「５年超」に緩和

特定の居住用財産の 一定の居住用財産を譲渡し、新たに居住用 「所有期間10年超、

買換え及び交換の場 財産を取得した場合、譲渡金額が取得価額 居住期間10年以上」

合の長期譲渡所得の 以下の場合は譲渡がないものとし、取得価 ↓

課税の特例 額以上の場合はその超過分について長期譲 「所有期間５年超、

渡所得の課税の特例を適用 居住期間５年以上」

に緩和

居住用財産の買換え 一定の居住用財産を譲渡し、新たに居住用 「所有期間５年超」

等の場合の譲渡損失 財産を取得した場合、その譲渡で生じた損 ↓

の損益通算及び繰越 失の金額をその年の他の所得と損益通算 緩和

控除 し、控除しきれない額について譲渡年の翌

年から３年間繰越控除を行う

特定居住用財産の譲 一定の居住用財産を譲渡した場合、その譲 「所有期間５年超」

渡損失の損益通算及 渡で生じた損失の金額をその年の他の所得 ↓

び繰越控除 と損益通算し、控除しきれない額について 緩和

譲渡年の翌年から３年間繰越控除を行う

住
戸
内
（
専
用
部
分
） ６．７％２．６％７．３％５．４％ＡＢＣ全て対応（３点セット）

１３．２％７．２％１７．０％１３．１％Ｂ段差のない屋内

１６．７％５．７％１７．２％１２．６％Ｃ廊下幅が車椅子通行可

３４．３％１１．９％３４．５％２５．５％ＡＢＣいずれかに対応

２８．９％１０．０％２９．３％２１．６％Ａ又はＢに対応（一定対応）

１５．３％

全体

２３．９％５．９％２１．５％Ａ手すり（２ヶ所以上）

高齢居住借家持家

住
戸
内
（
専
用
部
分
） ６．７％２．６％７．３％５．４％ＡＢＣ全て対応（３点セット）

１３．２％７．２％１７．０％１３．１％Ｂ段差のない屋内

１６．７％５．７％１７．２％１２．６％Ｃ廊下幅が車椅子通行可

３４．３％１１．９％３４．５％２５．５％ＡＢＣいずれかに対応

２８．９％１０．０％２９．３％２１．６％Ａ又はＢに対応（一定対応）

１５．３％

全体

２３．９％５．９％２１．５％Ａ手すり（２ヶ所以上）

高齢居住借家持家

高齢者の居住する住宅におけるバリアフリー化実施率



- 5 -

（４）既存住宅の利活用の促進に係る税制特例の延長等（バリアフリー改修促

進税制等 （所得税、不動産取得税））

住宅に係るバリアフリー改修促進税制の延長等により、既存住宅の利活用の一

層の推進を図り、ストック型社会への転換を促進する。

【所得税】

○住宅に係るバリアフリー改修促進税制の５年延長

一定の者が自己の居住の用に供する家屋についてバリアフリー改修工事を含

む増改築等工事を行った場合、当該バリアフリー改修工事に係る借入金（200

万円まで）の年末残高の２％を５年間所得税額から控除する。

【不動産取得税】

○既存住宅の利活用の促進を図るため、

耐震基準を満たさない既存住宅を取得

した後に耐震改修工事を行った場合に

ついて、既存住宅に係る課税標準の特

例及び既存住宅用地に係る税額の特例

の適用対象とする。

＜不動産取得税に関する現行特例の概要＞

①耐震基準を満たす一定の既存住宅を取

得した場合、課税標準から一定額を控

（例：平成９年度以降に新築された住除する

。宅の取得に係る控除額 1200万円）

②①の適用対象となる住宅用地に対して、税額から一定額 を減額する。（※）

※ 150万円又は住宅の床面積の２倍（200㎡を上限）までの土地価格に税率を乗じた額。

（５）住宅用家屋の所有権保存登記等に関する特例措置の延長（登録免許税）

一定の住宅用家屋を取得等し、その者の居住の用に供した場合の、当該住宅用

家屋に係る保存登記、移転登記、抵当権設定登記の特例措置の適用期限を２年延

長する。

【登録免許税】

・所有権保存登記 1.5／1,000（本則 ４／1,000）

・所有権移転登記 ３／1,000（本則 20／1,000）

・抵当権設定登記 １／1,000（本則 ４／1,000）

＜既存住宅流通シェアの国際比較＞
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Ⅲ 低炭素社会に対応したくらし・物流基盤づくり

（４）住宅に係る省エネ改修促進税制の延長（所得税）

地球温暖化防止に向けてＣＯ 排出量の削減を図るために、既存住宅においても２

省エネ性能を向上させる必要があることから、自己の居住の用に供する家屋につい

て一定の省エネ改修工事（窓の二重サッシ化等）を行った場合の特例措置の適用期

限を５年延長する。

○所 得 税： 延長）住宅ローン残高の一定割合を５年間にわたり税額控除。（

＜現行制度の概要＞
省エネ改修促進税制

控除率 2.0％（特定の省エネ改修工事 以外の部分は1.0％）（※）

控除期間 ５年間
控除対象 200万円

借入限度額 （特定の省エネ改修工事相当部分。当該工事以外の部分と
合計で1,000万円）

借入金の償還期間 ５年以上
工事費 30万円超

※ 特定の省エネ改修工事：改修後住宅全体の省エネ性能が現行の省エネ基準相当に上がると

認められる内容の省エネ改修工事
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Ⅳ 土地の流動化・有効利用の促進

（１）特定の事業用資産の買換え等の特例措置の延長（所得税、法人税）

企業等の資産の買替え時の負担を軽減することで、土地取引の活性化や土地の

有効利用を促進するとともに設備更新・事業再編の円滑化を図るため、長期保有

（10年超）の土地等を譲渡し、新たに事業用資産（買換資産）を取得した場合に

おいて、譲渡した事業用資産の譲渡益について課税の繰延べ（繰延率80％）を認

めている現行措置を３年延長する。

（２）土地・住宅に係る不動産取得税の特例措置の延長（不動産取得税）

土地・住宅の取得コストの軽減を通じ、土地取引の活性化や土地の有効利用を

促進するとともに、良質な住宅ストックの形成と居住水準の向上を図るため、土

地・住宅に係る不動産取得税の税率の特例措置（本則４％→３％）及び宅地評価

土地の取得に係る不動産取得税の課税標準の特例措置（１／２に軽減）の適用期

限を３年延長する。

【不動産取得税に係る特例の経緯】

※ 建物（非住宅）の税率は平成20年３月31日まで。平成20年度以降は本則（４％）で課税。

不稼働不動産等 先端技術の工場 街なかの複合ビル

買換え

他
の
企
業
等
に
よ
る

土
地
の
有
効
利
用
へ

課 税

譲渡資産 買換資産

譲渡益

譲渡価格

取得費

80%

20%

課税繰延

取得価格

圧縮

簿価

土地の有効利用

課 税 標 準 の
特 例

税 率
課 税 標 準 の

特 例
税 率

課 税 標 準 の
特 例

税 率

土 地 （住 宅 ） 1/2 3% 1/2 3% 1/2 3%

土 地 （非 住 宅 ） 1/2 4%（本 則 ） 1/2 3% 1/2 3%

建 物 （住 宅 ） － 3% － 3% － 3%

建 物 （非 住 宅 ） － 4%（本 則 ） － 3% － 3.5%(※ )

不 動 産 取 得 税
（土 地 ・建 物 ）

本 則 ：4%

～ H 14年 度 H 15～ H 17 H 18～ H 20
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（３）Ｊリート・ＳＰＣに係る不動産取得税の課税標準の特例措置の延長

（不動産取得税）

不動産証券化を通じた地域経済の活性化や優良な都市ストックの形成を促進す

るため、Ｊリート・ＳＰＣに係る特例措置を２年延長する。

○不動産取得税：課税標準 ２／３を控除

（４）優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得の課

税の特例の延長（所得税、法人税、個人住民税）

優良住宅地の造成等のために土地又は土地の上に存する権利を譲渡した場合

の譲渡所得に係る課税の特例措置（軽減税率）の適用期限を５年延長する。

○所得税・個人住民税：課税長期譲渡所得金額2,000万円以下の部分について軽

減税率の適用

（所得税15％⇒10％ （個人住民税5％⇒4％））

○法人税：重課制度の適用除外

（５）特定住宅地造成事業等に係る土地等の譲渡所得に係る1,500万円特別控

除制度の延長及び拡充

（所得税、法人税、個人住民税、法人住民税、事業税）

良好な環境を備えた良質な住宅の建設・宅地の造成を促進するため、特定住宅

地造成事業等 のために土地又は土地の上に存する権利を譲渡した場合に係（※）

る譲渡所得の1,500万円特別控除の適用期限を３年延長する。

※ 特定住宅地造成事業等：①開発許可を受けて行われる一団の宅地の造成に関する事業、②土地区画

整理事業として行われる宅地造成事業、③一団の住宅建設に関する事業

また、上記①については、人口減少・高齢化社

<現行> <拡充>会が到来する中で、環境負荷の小さい都市機能が

以上 以上集約されたコンパクトなまちづくりを促進する観 5ha 1ha事業面積

要件緩和点から、事業面積要件の緩和等の拡充を行う。

投

資

家

J リ ー ト

S P C

不 動 産
投 資

配 当
取 得

【 特 例 措 置 】
課 税 標 準 ２ ／ ３ を 控 除

投

資

家

J リ ー ト

S P C

不 動 産
投 資

配 当
取 得

【 特 例 措 置 】
課 税 標 準 ２ ／ ３ を 控 除
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（６）法人の土地の譲渡益に対する追加課税制度（法人重課）の停止期限の延

長（法人税）

（７）個人の不動産業者等が短期所有土地等を譲渡した場合の課税の特例（重

課）の停止期限の延長（所得税、個人住民税）

法人の土地譲渡益に対して、通常の法人税のほか、特別税率が課される法人重

課制度、及び個人の不動産業者等が所有期間５年以下の土地等を譲渡した場合の

事業所得等について重課される制度の停止期限を当分の間延長する。

【法人】短期（５年以下）所有土地の場合10％を重課

長期（５年超）所有土地の場合５％を重課

【個人】次の①又は②のいずれか多い額を課税

①譲渡益の52％（うち住民税12％） ②総合課税による上積税額 ×110％（※）

※ 上積税額とは、土地の譲渡に係る所得と他の所得との合計額に通常の累進税率を適用して算

出した税額から他の所得のみに通常の累進税率を適用して算出した税額を差し引いた差額

（８）商業地等の土地等に係る課税標準の特例措置（条例減額制度）の延長

（固定資産税、都市計画税）

商業地等の固定資産税等の負担軽減

を図るため、現在は一律に固定資産評

価額の70%とされている課税標準額の

法定上限率について、市町村の条例に

よりさらに60～70％の範囲で引き下げ

ることを可能とする制度の適用期限を

３年延長する。

（９）信託期間中に委託者兼受益者に相続、合併・分割が発生した場合の信託

終了時の不動産所得税の非課税措置の創設（不動産取得税）

委託者の死亡等により信託期間中に相続が生じ、又は委託者において法人の分

割若しくは合併が行われ、その後、信託が終了し、当該不動産を新委託者（相続

人等）に交付する際、不動産取得税を非課税とする。

信託銀行等
【受託者】

不動産取得税が非課税

信託設定時の不動産移転

信託終了時の不動産移転

信託期間中に相続が行われた場合

不動産取得税が課税される
相続人

【新委託者】

被相続人
【委託者（兼受益者）】

非課税制度の創設

＜相続の場合＞ ※法人の合併（分割）の場合も同様

（％）

固定資産税評価額

負
担
水
準

税負担引下げ
（評価額×70 ％）

100

 60

 70

税　負　担　据　置

 0

法定された
課税標準額の上限

【条例減額制度】
市町村の判断で６０～
７０％の範囲で引き下

げ可能
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Ⅴ その他
○ バリアフリー法に基づく認定特定建築物に係る特例措置の延長

（所得税、法人税）

○ 認定建替計画に係る区域内の土地等を取得した場合の課税標準の特例措置の延

長（不動産取得税）

○ 独立行政法人都市再生機構が附則業務として不動産を取得した場合の非課税措

置の延長（不動産取得税）

○ 住宅に係るアスベスト改修促進税制の創設（所得税、固定資産税）

○ 新潟県中越地震災害による被災代替家屋等に係る特例措置の延長

（固定資産税、都市計画税）

○ 三宅島噴火災害の長期避難指示による被災代替家屋等に係る特例措置の延長

（固定資産税）

○独立行政法人都市再生機構から交換により土地を譲渡した場合の課税の特例措置

の延長（所得税、法人税、登録免許税、不動産取得税）

○特定市街化区域農地の固定資産税の課税の適正化に伴う宅地化促進臨時措置法に

よる貸家住宅に係る軽減措置の延長（固定資産税）


